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１．アンケート調査の概要 

（１）目的 

「経営発達支援計画」に基づき実施するもので、地域の経済動向を

把握し、「経営状況の分析」及び「事業計画策定」における基礎資料

として活用する。また地域内事業所巡回に独自に調査を行ったデー

タを集計し、地域の経済動向を明らかにすることを目指す。 

 

（２）調査方法 

経営指導員・経営支援員による巡回による調査 

 

（３）有効回答数 

３５３事業所 （菊池市商工会会員内） 

 

（４）調査期間 

平成 29 年 7月～12 月 

 

（５）調査年度 

平成２８年度 （前年度対比） ※今年度決算前は見込み 



（６）集計分析結果 

①業種全体 

 

②業種ごと（７業種） 

 

（調査項目） 

１． 地区・規模（従業員数） 

 

２． 後継者（有無・年齢） 

 

３． 変動 

（売上高・売上単価・仕入高・仕入単価・営業利益・業況） 

 

 ４． 来期の見通し 

 

５. ７業種比較表 

 

 



２．アンケート回答者状況 

（１）業種別 

業種別 回答数 割合 

建設業 ５０ １４％ 

製造業 ３７ １０％ 

卸売業 ９ ３％ 

小売業 ９８ ２８％ 

宿泊・サービス業 ３２ ９％ 

サービス業 １０６ ３０％ 

その他 ２１ ６％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

（２）事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ２９ ８％ 

七城地区 ３５ １０％ 

泗水地区 ８７ ２５％ 

菊池地区 ２０２ ５７％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

（３）従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ２７０ ７７％ 

５人～１０人 ３７ １０％ 

１０人～２０人 ２４ ７％ 

２０人以上 ２２ ６％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

建設業
14%

製造業
10%

卸売業
3%小売業

28%

宿泊業、
飲食サー
ビス業

9%

サービ
ス業
30%

その他
6%

業種別

 

旭志地区
8%

七城地区
10%

泗水地区
25%

菊池地区
57%

事業所回答者地区

 

0人～5人
77%

5人～10
人

10%

10人～20
人
7%

20人以
上
6%

従業員数



（４）後継者 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 ４ ３％ 

21 歳～25歳 ３ ３％ 

26 歳～30歳 ５ ４％ 

31 歳～35歳 ３ ２％ 

36 歳～40歳 １６ １３％ 

41 歳～45歳 １９ １６％ 

46 歳以上 ３ ２％ 

未回答 ６９ ５７％ 

合計 １２２ １００％ 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる １２２ ３４％ 

いない １７２ ４９％ 

未定 ５９ １７％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

いる
34%

いない
49%

未定
17%

後継者

 

3% 3% 4%

2%

13%

16%

2%

57%

後継者年齢

18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

46歳～50歳

後継者が、いない・未定の割合が６７％を占めており、平成２７年度アンケート調

査による売上高（平成２６年度）を見ると代表者の６０歳以上の事業者割合が４

８％となっていることから、事業承継や次期後継者不足等の問題が考えられ、菊池

市の将来の経済にとって、懸案事項だと思われる。今後は、マッチング事業や M＆

Aなど事業を存続させる施策の必要性が向上している。 



（６）売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 １１０ ３１％ 

不変 １２０ ３４％ 

減少 １２３ ３５％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

 

（７）売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 ８６ ２４％ 

不変 １９１ ５４％ 

下落 ７６ ２２％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

 

増加
31%

不変
34%

減少
35%

売上高

 

上昇
24%

不変
54%

下落
22%

売上単価

売上高を見ると、増加・不変・減少において、割合に大きな変化はないものの、平成２７

年度アンケート調査による売上高（平成２６年度）の減少が 46％となっており、平成２

８年度は減少３５％であり比較すると、11ポイント程度改善された。これは建設業など

熊本地震の復興需要が牽引したもと考えられる。今後復興需要の減少とともに売上高の

減少が懸念される。 

売上単価を見ると、上昇・不変・下落において、不変は５４％を占めている。平成２７年

度アンケート調査による売上単価（平成２６年度）の増加が１９％となっており、平成２

８年度は増加３１％であり比較すると、１２ポイント程度増加となっている。これは原

材料や人件費の高騰が牽引しているものと考えられる。 



（８）仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 ３４ ９％ 

不変 １４８ ４２％ 

上昇 １３３ ３８％ 

仕入なし ３８ １１％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

（９）仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 ２１ ６％ 

不変 １６１ ４６％ 

上昇 １３２ ３７％ 

仕入なし ３８ １１％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

 

下落
9%

不変
42%上昇

38%

仕入なし
11%

仕入高

 

下落
6%

不変
46%

上昇
37%

仕入なし
11%

仕入単価

仕入高を見ると、上昇・不変・下落において、不変・上昇の割合が大きく、平成２７年

度アンケート調査による仕入高（平成２６年度）の下落が２３％となっており、平成２８

年度は下落が９％であり比較すると、１４ポイント程度増加となっており、売上に伴う

上昇等が見受けられる。 

仕入単価を見ると、上昇・不変・下落において、平成２７年度アンケート調査による仕

入単価（平成２６年度）と比較するとあまり変化は見受けられない。しかし、仕入高同

等、上昇しており原材料費の上昇が見受けられる。 



（１０）採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 ９４ ２７％ 

不変 １６４ ４６％ 

悪化 ９５ ２７％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

 

（１１）自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 ８９ ２５％ 

不変 １８３ ５２％ 

悪化 ８１ ３５％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

 

27%

46%

27%

採算状況（営業利益）

好転

不変

悪化

 

25%

52%

23%

自社の業況

好転

不変

悪化

採算状況（営業利益）を見ると、不変が約半分の割合を占めている。平成２７年度アン

ケート調査による採算状況（営業利益）（平成２６年度）好転が１７％から２７％に増加し

ている。また前回悪化が３３％であったが、今回２７％であり６ポイント改善されており、

復興需要による売上上昇が採算性の改善につながっているものと考えられる。 
 

自社の業況を見ると、好転・不変・悪化において、不変が割合の半分を占めている。平

成２７年度アンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると不変が５

０％と変動していない状況である。売上等の割合が大きくはなったが、仕入高等も大き

くなったことで、自社の業況の変動は見受けられないものと思われる。 



（１２）来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み ８７ ２４％ 

変わらない １９３ ５５％ 

悪化見込み ７３ ２１％ 

合計 ３５３ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24%

55%

21%

来期の見通し

好転見込み

変わらない

悪化見込み

来期の見通しを見ると、変わらないの割合の半分を占めている。平成２７年度アンケ

ート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると悪化が３５％となっていた

が、今回２１％となっており１４ポイント改善された。しかし、全体を通して、売上

等の割合が大きくはなったが、仕入高等も大きくなったことで、自社の業況の変動は

見受けられないものと思われる。 



■７業種間比較表 

 

業種／項目 後継者 売上高 売上単価 

いる いない 未定 増加 不変 減少 上昇 不変 下落 

建設業 54％ 46％ 0％ 72％ 20％ 8％ 50％ 38％ 12％ 

製造業 41％ 43％ 16％ 30％ 43％ 27％ 27％ 51％ 22％ 

卸業 56％ 44％ 0％ 22％ 45％ 33％ 22％ 45％ 33％ 

小売業 22% 25% 53% 15% 32% 53% 16% 50% 34% 

宿・ｻｰﾋﾞｽ業 31％ 56％ 13％ 22％ 41％ 37％ 12％ 63％ 25％ 

ｻｰﾋﾞｽ業 39％ 44％ 17％ 30％ 41％ 29％ 20％ 61％ 19％ 

その他 28％ 43％ 29％ 28％ 48％ 24％ 20％ 61％ 19％ 

業種／項目 仕入高 仕入単価 採算状況（営業利益） 

下落 不変 上昇 下落 不変 上昇 好転 不変 悪化 

建設業 4％ 28％ 62％ 4％ 28％ 60％ 56％ 26％ 10％ 

製造業 11％ 46％ 32％ 6％ 50％ 33％ 33％ 51％ 16％ 

卸業 11％ 11％ 45％ 11％ 11％ 45％ 11％ 45％ 44％ 

小売業 13％ 49％ 38％ 4％ 59％ 37％ 17％ 45％ 38％ 

宿・ｻｰﾋﾞｽ業 16％ 37％ 47％ 12％ 47％ 41％ 19％ 47％ 34％ 

ｻｰﾋﾞｽ業 10％ 54％ 36％ 9％ 57％ 34％ 23％ 54％ 23％ 

その他 19％ 48％ 33％ 5％ 76％ 19％ 28％ 43％ 29％ 

業種／項目 自社の業況 来期の見通し 

好転 不変 悪化 好転見

込み 

変わら

ない 

悪化見

込み 

建設業 56％ 36％ 4％ 38％ 48％ 8％ 

製造業 33％ 51％ 16％ 27％ 57％ 16％ 

卸業 33％ 22％ 45％ 34％ 33％ 33％ 

小売業 12％ 51％ 37％ 19％ 51％ 30％ 

宿・ｻｰﾋﾞｽ業 12％ 69％ 19％ 12％ 69％ 19％ 

ｻｰﾋﾞｽ業 22％ 57％ 21％ 24％ 59％ 17％ 

その他 33％ 43％ 24％ 33％ 48％ 19％ 

 

 

 



３．アンケート回答者状況（業種別） 

（１）建設業 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ５ １０％ 

七城地区 １０ ２０％ 

泗水地区 １６ ３２％ 

菊池地区 １９ ３８％ 

合計 ５０ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ２４ ４８％ 

５人～１０人 １５ ３０％ 

１０人～２０人 ８ １６％ 

２０人以上 ３ ６％ 

合計 ５０ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる ２７ ５４％ 

いない ２３ ４６％ 

合計 ５０ １００％ 

 

48%

30%

16%
6%

従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

54%
46%

後継者

いる いない

旭志地
区

10%

七城地区
20%

泗水地区
32%

菊池地区
38%

事業場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 １ ４％ 

21 歳～25歳 １ ４％ 

26 歳～30歳 ２ ７％ 

31 歳～35歳 ３ １１％ 

36 歳～40歳 ３ １１％ 

41 歳～45歳 ４ １５％ 

46 歳以上 ３ １１％ 

未回答 １０ ３７％ 

合計 ２７ １００％ 

 

 

 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 ３６ ７２％ 

不変 １０ ２０％ 

減少 ４ ８％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

4% 4%

7%
11%

11%

15%11%

37%

後継者の年齢
18歳～20歳
21歳～25歳
26歳～30歳
31歳～35歳
36歳～40歳
41歳～45歳
46歳～50歳
未回答

 

増加
72%

不変
20%

減少
8%

売上高

売上高を見ると、震災の影響で増加が７０％を超えている。平成２７年度アンケート調

査による売上高（平成２６年度）と比較すると増加が２１％となっており、平成２８年

度は増加が７２％となっており、５１％程増となった。 

後継者のいる割合が、４６％を占めており、全体割合として高い数値ではある。 

しかしいない割合も５４％あり、今後、事業承継や次期後継者不足等の問題が考え

られる。 



⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 ２５ ５０％ 

不変 １９ ３８％ 

下落 ６ １２％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 ２ ４％ 

不変 １４ ２８％ 

上昇 ３０ ６２％ 

仕入なし ４ ６％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

 

上昇
50%

不変
38%

下落
12%

売上単価

 

下落
4%

不変
28%

上昇
62%

仕入れなし
6%

仕入高

売上単価を見ると、上昇が５０％を占めており、平成２７年度アンケート調査による売

上単価（平成２６年度）と比較すると上昇が１４％となっており、平成２８年度は増加５

０％となっており、３６％程度増加となっており、売上に比例して増加したものと思わ

れる。 

仕入高を見ると、上昇の割合６０％と大きく、平成２７年度アンケート調査による仕入

高（平成２６年度）と比較すると上昇が３０％となっており、平成２８年度は上昇が６

２％となっており、３２％程度増加となっており、売上に伴う上昇等が見受けられる。 



⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 ２ ４％ 

不変 １４ ２８％ 

上昇 ３０ ６０％ 

仕入なし ４ ８％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 ２８ ５６％ 

不変 １３ ２６％ 

悪化 ５ １０％ 

回答なし ４ ８％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

 

下落
4%

不変
28%

上昇
60%

仕入れ
なし
8%

仕入単価

 

好転
56%不変

26%

悪化
10%

回答な
し
8%

営業利益

仕入単価を見ると、上昇の割合が非常に高く、平成２７年度アンケート調査による仕

入単価（平成２６年度）と比較するとあまり変化は見受けられない。しかし、仕入高同

等、上昇しており物価の上昇が見受けられる。 

採算状況（営業利益）を見ると、好転の割合高く、平成２７年度アンケート調査による採

算状況（営業利益）（平成２６年度）と比較すると好転が１３％であった為、４３％に増加

している。震災の影響もあってか、建設業においては、比較的採算状況は良いと思われる。 



⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 ２８ ５６％ 

不変 １８ ３６％ 

悪化 ２ ４％ 

回答なし ２ ４％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み １９ ３８％ 

変わらない ２４ ４８％ 

悪化見込み ４ ８％ 

回答なし ３ ６％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

好転
56%

不変
36%

悪化
4% 回答なし

4%

自社の業況

 

好転見
込み
38%

変わら
ない
48%

悪化見
込み
8%

回答なし
6%

来期の見通し

自社の業況を見ると、好転が半分以上を占めている。平成２７年度アンケート調査によ

る自社の業況（平成２６年度）が１５％であったが、今後の受注等も含めて、平成２８

年度は好転の割合が５６％であり、４１％増加したものと思われ業況は明るいと思わ

れる。 

来期の見通しを見ると、変わらないの割合の半分を占めている。平成２７年度アンケ

ート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると好転が７％に対し、平成２

８年度の調査では３８％となっており、３１％増加している状況である。今後は職種

等により見当し割合が変わりと思われるが、建設業全体としては明るいと判断できる。 



（２）製造業 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ５ １４％ 

七城地区 ３ ８％ 

泗水地区 １３ ３５％ 

菊池地区 １６ ４３％ 

合計 ３７ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ２２ ６０％ 

５人～１０人 ４ １１％ 

１０人～２０人 ２ ５％ 

２０人以上 ９ ２４％ 

合計 ３７ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる １５ ４１％ 

いない １６ ４３％ 

未定 ６ １６％ 

合計 ５０ １００％ 

 

60%

11%

5%
24%

従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

いる
41%

いない
43%

未定
16%

後継者

旭志地区
14%

七城地区
8%

泗水地区
35%

菊池地
区

43%

事業の場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 ０ ０％ 

21 歳～25歳 ０ ０％ 

26 歳～30歳 ０ ０％ 

31 歳～35歳 ２ １３％ 

36 歳～40歳 ５ ３３％ 

41 歳～45歳 １ ７％ 

46 歳以上 １ ７％ 

未回答 ６ ４０％ 

合計 １５ １００％ 

 

 

 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 １１ ３０％ 

不変 １６ ４３％ 

減少 １０ ２７％ 

合計 ３７ １００％ 

 

 

 

 

 

13%

33%

7%7%

40%

後継者の年齢

18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

 

増加
30%

不変
43%

減少
27%

売上高

売上高を見ると、不変の割合の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による

売上高（平成２６年度）と比較すると増加が２０％となっており、平成２８年度は増加

が３０％となっており、１０％程度改善された。 

後継者の割合が、いない・未定が５９％を占めており、平成２７年度アンケート調査によ

る売上高（平成２６年度）を見ると代表者の６０歳未満の割合が６２％あり、今後、事業

承継や次期後継者不足等の問題が充分考えられと思われる。 



⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 １０ ２７％ 

不変 １９ ５１％ 

下落 ８ ２２％ 

合計 ３７ １００％ 

 

 

 

 

 

⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 ４ １１％ 

不変 １７ ４６％ 

上昇 １２ ３２％ 

回答なし ４ １１％ 

合計 ３７ １００％ 

 

 

 

 

 

 

上昇
27%

不変
51%

下落
22%

売上単価

 

下落
11%

不変
46%

上昇
32%

回答なし
11%

仕入高

売上単価を見ると、不変の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による売上単

価（平成２６年度）と比較すると不変が５１％となっており、平成２８年度は不変が６

２％となっており、１１％程度減少となっている。 

仕入高を見ると、上昇・不変・下落において、不変・上昇の割合が大きく、平成２７年

度アンケート調査による仕入高（平成２６年度）と比較すると不変５１％、上昇３６％と

今年度アンケートのあまり変化はなく、依然として仕入単価に伴う上昇等が見受けられ

る。 



⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 ２ ６％ 

不変 １８ ５０％ 

上昇 １２ ３３％ 

回答なし ４ １１％ 

合計 ３７ １００％ 

 

 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 １２ ３３％ 

不変 １９ ５１％ 

悪化 ６ １６％ 

合計 ３７ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

下落
6%

不変
50%

上昇
33%

回答なし
11%

仕入単価

 

好転
33%

不変
51%

悪化
16%

営業利益

仕入単価を見ると、上昇・不変・下落において、平成２７年度アンケート調査による仕

入単価（平成２６年度）と比較するとあまり変化は見受けられない。しかし、仕入高同

等、上昇しており物価の上昇が見受けられる。 

採算状況（営業利益）を見ると、好転・不変の割合が高い。平成２７年度アンケート調査

による採算状況（営業利益）（平成２６年度）と比較すると好転が１８％から３３％に増加

している。震災以降も比較的採算状況に変動はないものの、若干好転している事業者も増

加しており明るい材料と推測される。 



⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 １２ ３３％ 

不変 １９ ５１％ 

悪化 ６ １６％ 

合計 ５０ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み １０ ２７％ 

変わらない ２１ ５７％ 

悪化見込み ６ １６％ 

合計 ３７ １００％ 

 

 

 

 

 

 

好転
33%

不変
51%

悪化
16%

自社の業況

 

好転見込
み

27%

変わら
ない
57%

悪化見込み
16%

来期の見通し

自社の業況を見ると、好転・不変・悪化において、不変が割合の半分を占めている。平

成２７年度アンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると不変が５

３％と変動していない状況である。売上等の割合が大きくはなったが、仕入高等も大き

くなったことで、自社の業況の変動は見受けられないものと思われる。 

来期の見通しを見ると、変わらないの割合の半分を占めている。平成２７年度アンケ

ート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると悪化見込みが２８％から１

６％となり、１２％減少している。売上等の割合が大きくはなったが、仕入高等も大

きくなったことで、自社の業況の変動は見受けられないものと思われる。 



（３）卸売業 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ３ ３４％ 

七城地区 ０ ０％ 

泗水地区 ３ ３３％ 

菊池地区 ３ ３３％ 

合計 ９ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ５ ５６％ 

５人～１０人 ３ ３３％ 

１０人～２０人 ０ ０％ 

２０人以上 １ １１％ 

合計 ９ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる ５ ５６％ 

いない ４ ４４％ 

未定 ０ ０％ 

合計 ９ １００％ 

 

56%33%

11%

従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

いる
56%

いない
44%

後継者

旭志地区
34%

泗水地区
33%

菊池地区
33%

事業の場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 ０ ０％ 

21 歳～25歳 ０ ０％ 

26 歳～30歳 ０ ０％ 

31 歳～35歳 ０ １３％ 

36 歳～40歳 ２ ４０％ 

41 歳～45歳 ０ ０％ 

46 歳以上 ２ ４０％ 

未回答 １ ２０％ 

合計 ５ １００％ 

 

 

 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 ２ ２２％ 

不変 ４ ４５％ 

減少 ３ ３３％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

40%

40%

20%

後継者の年齢

18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

 

増加
22%

不変
45%

減少
33%

売上高

売上高を見ると、不変の割合の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による売

上高（平成２６年度）と比較すると減少が４１％となっており、平成２８年度は減少が３

３％となっており、８ポイント程度改善された。 

後継者の割合が、いないが４４％を占めており、平成２７年度アンケート調査によ

る売上高（平成２６年度）を見ると代表者の６０歳未満の割合が６２％あり、今後、

事業承継や次期後継者不足等の問題が充分考えられと思われる。 



⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 ２ ２２％ 

不変 ４ ４５％ 

下落 ３ ３３％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 １ １１％ 

不変 １ １１％ 

上昇 ４ ４５％ 

仕入なし ３ ３３％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

 

上昇
22%

不変
45%

下落
33%

売上単価

 

下落
11%

不変
11%

上昇
45%

仕入な
し

33%

仕入高

売上単価を見ると、不変の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による売上単

価（平成２６年度）と比較すると不変が４５％となっており、平成２８年度は不変が４

５％となっており、前回のアンケートと変わらない状況となっている。 

仕入高を見ると、上昇の割合が大きく、平成２７年度アンケート調査による仕入高（平成

２６年度）と比較すると上昇が３６％となっており、平成２８年度は上昇が６２％とな

っており、２６％程度増加となっており、仕入金額に伴う上昇等が見受けられる。 



⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 １ １１％ 

不変 １ １１％ 

上昇 ４ ４５％ 

仕入なし ３ ３３％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 １ １１％ 

不変 ４ ４５％ 

悪化 ４ ４４％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

下落
11%

不変
11%

上昇
45%

仕入な
し

33%

仕入単価

 

好転
11%

不変
45%

悪化
44%

営業利益

仕入単価を見ると、上昇・不変・下落において、平成２７年度アンケート調査による仕

入単価（平成２６年度）と比較するとあまり変化は見受けられない。しかし、仕入高同

等、上昇しており物価の上昇が見受けられる。 

採算状況（営業利益）を見ると、好転・不変の割合が高い。平成２７年度アンケート調査

による採算状況（営業利益）（平成２６年度）と比較すると好転が１８％から３３％に増加

している。震災以降も比較的採算状況に変動はないものの、若干好転している事業者も増

加しており明るい材料と推測される。 



⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 ３ ３３％ 

不変 ２ ２２％ 

悪化 ４ ４５％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み ３ ３４％ 

変わらない ３ ３３％ 

悪化見込み ３ ３３％ 

合計 ９ １００％ 

 

 

 

 

 

 

好転
33%

不変
22%

悪化
45%

自社の業況

 

好転見
込み
34%

変わらない
33%

悪化見
込み
33%

来期の見通し

自社の業況を見ると、悪化において、４５％を占めている。平成２７年度アンケート調

査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると好転・悪化・不変において変化がな

い状況である。売上等の割合が大きくはなったが、仕入高等も大きくなったことで、自

社の業況の変動は見受けられないものと思われる。 

来期の見通しを見ると、好転・変わらない・悪化の割合は変わらない状況である。平

成２７年度アンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると好転・悪

化・不変において変化がない状況である。売上等の割合が大きくはなったが、仕入高

等も大きくなったことで、自社の業況の変動は見受けられないものと思われる。 



（４）小売業 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ７ ７％ 

七城地区 １０ １０％ 

泗水地区 １９ ２０％ 

菊池地区 ６２ ６３％ 

合計 ９８ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ８６ ８８％ 

５人～１０人 ４ ４％ 

１０人～２０人 ６ ６％ 

２０人以上 ２ ２％ 

合計 ９８ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる ２２ ２２％ 

いない ２４ ２５％ 

未定 ５２ ５３％ 

合計 ９８ １００％ 

 

88%

4%6%

2% 従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

いる
22%

いない
25%

未定
53%

後継者

旭志地区
7%

七城地区
10%

泗水地
区

20%
菊池地区

63%

事業の場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 １ ４％ 

21 歳～25歳 ２ ９％ 

26 歳～30歳 ３ １４％ 

31 歳～35歳 １ ４％ 

36 歳～40歳 ２ ９％ 

41 歳～45歳 ３ １４％ 

46 歳以上 ３ １４％ 

未回答 ７ ３２％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 １５ １５％ 

不変 ３１ ３２％ 

減少 ５２ ５３％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

4%

9%

14%

4%
9%

14%
14%

32%

後継者の年齢
18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

46歳～50歳

 

増加
15%

不変
32%

減少
53%

売上高

売上高を見ると、減少の割合の割合が５３％を占めている、平成２７年度アンケート調

査による売上高（平成２６年度）と比較すると減少が６６％となっており、平成２８年

度は１３ポイント改善とされた。しかし、個人事業においては、かなり厳しい状況と推

測される。 

後継者の割合が、いない・未定が７８％を占めており、平成２７年度アンケート調

査による売上高（平成２６年度）を見ると代表者の６０歳以上の割合が７０％あり、

将来的に、小売業が減少する可能性が非常に高く、域内での業種不足が十分考えら

れと思われる。 



⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 １６ １６％ 

不変 ４９ ５０％ 

下落 ３３ ３４％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 １３ １３％ 

不変 ４８ ４９％ 

上昇 ３７ ３８％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

上昇
16%

不変
50%

下落
34%

売上単価

 

下落
13%

不変
49%

上昇
38%

仕入高

売上単価を見ると、不変の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による売上単

価（平成２６年度）と比較すると減少が５３％となっており、平成２８年度は減少が３

４％となっており、１９％ポイント改善となっている。 

仕入高を見ると、不変・上昇の割合が大きく、平成２７年度アンケート調査による仕入高

（平成２６年度）と比較すると低下が５０％となっており、平成２８年度は下落が１３％

となっており、３７％ポイント増加となっており、仕入金額に伴う上昇等が見受けられ

る。 



⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 ４ ４％ 

不変 ５８ ５９％ 

上昇 ３６ ３７％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 １７ １７％ 

不変 ４４ ４５％ 

悪化 ３７ ３８％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

 

下落
4%

不変
59%

上昇
37%

仕入単価

 

好転
17%

不変
45%

悪化
38%

営業利益

仕入単価を見ると、上昇・不変の割合が高くにおいて、平成２７年度アンケート調査に

よる仕入単価（平成２６年度）と比較すると下落は２１％となっており、平成２８年度

は下落が４％となっており、物価の上昇が見受けられる。 

採算状況（営業利益）を見ると、不変・悪化の割合が高い。平成２７年度アンケート調査

による採算状況（営業利益）（平成２６年度）と比較すると悪化が６０％となっており、平

成２８年度は悪化が３８％となっており、２２％ポイント改善となっている。震災以降他

業種は、若干の好転傾向は見られるが、小売業においては、厳しい状況と判断できる。 



⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 １２ １２％ 

不変 ５０ ５１％ 

悪化 ３６ ３７％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み １８ １９％ 

変わらない ２９ ５１％ 

悪化見込み ２８ ３０％ 

合計 ９８ １００％ 

 

 

 

 

 

 

好転
12%

不変
51%

悪化
37%

自社の業況

 

好転見込
み

19%

変わらない
51%

悪化見
込み
30%

来期の見通し

自社の業況を見ると、好転・不変・悪化において、不変が割合の半分を占めている。平

成２７年度アンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると不変２７％・

悪化５７％と合計が８４％となっており、平成２８年度は不変・悪化が８８％となって

おり、悪化においては２０％程度改善となっているものの今後も厳しい状況と判断し

ていると思われる。 

来期の見通しを見ると、変わらないの割合の半分を占めている。平成２７年度アンケ

ート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると、悪化が４９％となってお

り、平成２８年度は悪化が３０％となっており、１９％ポイント改善となっている。

売上は減少、仕入高は増加という状況であり、小売業は厳しい状況が続くと思われる。 



（５）宿泊・飲食サービス業 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ２ ６％ 

七城地区 １ ３％ 

泗水地区 ２ ６％ 

菊池地区 ２７ ８５％ 

合計 ３２ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ２６ ８１％ 

５人～１０人 ０ ０％ 

１０人～２０人 ３ １０％ 

２０人以上 ３ ９％ 

合計 ３２ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる １０ ３１％ 

いない １８ ５６％ 

未定 ４ １３％ 

合計 ３２ １００％ 

 

81%

10%
9%

従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

いる
31%

いない
56%

未定
13%

後継者

旭志地
区
6%

七城地区
3%

泗水地
区
6%

菊池地区
85%

事業の場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 １ １０％ 

21 歳～25歳 ０ ０％ 

26 歳～30歳 １ １０％ 

31 歳～35歳 ２ ２０％ 

36 歳～40歳 ３ ３０％ 

41 歳～45歳 ３ ３０％ 

46 歳以上 ０ ０％ 

未回答 ０ ０％ 

合計 １０ １００％ 

 

 

 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 ７ ２２％ 

不変 １３ ４１％ 

減少 １２ ３７％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

10%
10%

20%

30%

30%

後継者の年齢
18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

46歳～50歳

 

増加
22%

不変
41%

減少
37%

売上高

売上高を見ると、不変・減少の割合の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査

による売上高（平成２６年度）と比較すると売上が２５％となっており、平成２８年度

は増加が２２％となっており、３ポイント程度改善された。 

後継者の割合が、いない・未定が６９％を占めており、平成２７年度アンケート調

査による売上高（平成２６年度）を見ると代表者の６０歳未満の割合が５７％あり、

今後、事業承継や次期後継者不足等の問題が充分考えられと思われる。 

また、宿泊業においては、後継者がいない・未定が多くの回答があり、今後観光地

としての大きな課題だと思われる。 



⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 ４ １２％ 

不変 ２０ ６３％ 

下落 ８ ２５％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 ５ １６％ 

不変 １２ ３７％ 

上昇 １５ ４７％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

上昇
12%

不変
63%

下落
25%

売上単価

 

下落
16%

不変
37%

上昇
47%

仕入高

売上単価を見ると、不変の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による売上単

価（平成２６年度）と比較すると不変が６３％となっており、平成２８年度は不変が６

３％となっており、前回同様売上単価の変動は見受けられない状況である。 

仕入高を見ると、上昇・不変・下落において、不変・上昇の割合が大きく、平成２７年

度アンケート調査による仕入高（平成２６年度）と比較すると不変３４％・上昇５５％と

なっており、依然として物価の上昇に伴い、上昇傾向にあると思われる。 



⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 ４ １２％ 

不変 １５ ４７％ 

上昇 １３ ４１％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 ６ １９％ 

不変 １５ ４７％ 

悪化 １１ ３４％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

 

下落
12%

不変
47%

上昇
41%

仕入単価

 

好転
19%

不変
47%

悪化
34%

営業利益

仕入単価を見ると、上昇・不変・下落において、不変・上昇の割合が大きい。平成２７

年度アンケート調査による仕入単価（平成２６年度）と比較すると上昇は６０％とな

っており、平成２８年度は上昇が４１％となっており、１９％程度改善となっている。

しかし、仕入高同等、上昇しており物価の上昇が見受けられる。 

採算状況（営業利益）を見ると、不変の割合が高い。平成２７年度アンケート調査による

採算状況（営業利益）（平成２６年度）と比較すると悪化が４９％となっており、１５％に

改善された。震災以降も比較的採算状況に変動はないものの、若干悪化している事業者も

増加しており物価の上昇により仕入増加に伴い、依然厳しい状況と推測される。 



⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 ４ １２％ 

不変 ２２ ６９％ 

悪化 ６ １９％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み ４ １２％ 

変わらない ２２ ６９％ 

悪化見込み ６ １９％ 

合計 ３２ １００％ 

 

 

 

 

 

 

好転
12%

不変
69%

悪化
19%

自社の業況

 

好転見
込み
12%

変わらない
69%

悪化見
込み
19%

来期の見通し

自社の業況を見ると、好転・不変・悪化において、不変が割合の半分以上を占めている。

平成２７年度アンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると悪化が４

２％となっており、平成２８年度は悪化が１９％となっており、２３％程度改善され

た。売上等の割合に変動はなかったが、仕入高等も大きくなったことで、自社の業況の

変動は見受けられないものと思われる。 

来期の見通しを見ると、変わらないの割合の半分以上を占めている。平成２７年度ア

ンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると不変が５６％となって

おり、平成２８年度は不変が６９％となっており、あまり変動は見受けられない見通

しである。今後も宿泊・飲食サービス業における来期の見通しは今年度と変動はない

と判断している。 



（６）サービス業 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 ６ ６％ 

七城地区 ９ ８％ 

泗水地区 ２５ ２４％ 

菊池地区 ６６ ６２％ 

合計 １０６ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 ９０ ８５％ 

５人～１０人 ５ ５％ 

１０人～２０人 ３ ３％ 

２０人以上 ８ ７％ 

合計 １０６ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる ４１ ３９％ 

いない ４７ ４４％ 

未定 １８ １７％ 

合計 １０６ １００％ 

 

85%

5% 3% 7%

従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

いる
39%

いない
44%

未定
17%

後継者

旭志地区
6%

七城地
区
8%

泗水地
区

24%
菊池地
区

62%

事業の場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 ２ ５％ 

21 歳～25歳 ４ １０％ 

26 歳～30歳 ３ ７％ 

31 歳～35歳 ８ １９％ 

36 歳～40歳 １０ ２４％ 

41 歳～45歳 ８ ２０％ 

46 歳以上 ６ １５％ 

未回答 ０ ０％ 

合計 ４１ １００％ 

 

 

 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 ３２ ３０％ 

不変 ４３ ４１％ 

減少 ３１ ２９％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

5%

10%
7%

19%

24%

20%

15%

後継者の年齢

18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

46歳～50歳

 

増加
30%

不変
41%

減少
29%

売上高

売上高を見ると、不変の割合の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による

売上高（平成２６年度）と比較すると増加が２０％となっており、平成２８年度は増加

が３０％となっており、１０ポイント程度改善された。 

後継者の割合が、いない・未定が６１％を占めており、平成２７年度アンケート調

査による売上高（平成２６年度）を見ると代表者の６０歳未満の割合が５１％あり、

今後、事業承継や次期後継者不足等の問題が充分考えられと思われる。 



⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 ２１ ２０％ 

不変 ６５ ６１％ 

下落 ２０ １９％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 １１ １０％ 

不変 ５７ ５４％ 

上昇 ３８ ３６％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

上昇
20%

不変
61%

下落
19%

売上単価

 

下落
10%

不変
54%

上昇
36%

仕入高

売上単価を見ると、不変の割合が高いものの、平成２７年度アンケート調査による売上単

価（平成２６年度）と比較すると不変が５８％となっており、平成２８年度は不変が６

１％となっており、売上単価においてあまり変動は見受けられない。 

仕入高を見ると、上昇・不変・下落において、不変・上昇の割合が大きく、平成２７年

度アンケート調査による仕入高（平成２６年度）と比較すると上昇が２７％となってお

り、平成２８年度は上昇が３６％となっており、８％ポイント増加となっており、仕入

金額に伴う上昇等が見受けられる。 



⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 １０ ９％ 

不変 ６０ ５７％ 

上昇 ３６ ３４％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 ２５ ２３％ 

不変 ５７ ５４％ 

悪化 ２４ ２３％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

 

下落
9%

不変
57%

上昇
34%

仕入単価

 

好転
23%

不変
54%

悪化
23%

営業利益

仕入単価を見ると、上昇・不変・下落において、不変・上昇の割合が大きく、平成２７

年度アンケート調査による仕入単価（平成２６年度）と比較すると不変・上昇の割合が

大きくあまり変化は見受けられない。 

採算状況（営業利益）を見ると、不変の割合が高い。平成２７年度アンケート調査による

採算状況（営業利益）（平成２６年度）と比較すると悪化が３５％から２３％に減少してい

る。震災以降も比較的採算状況に変動はないものの、若干好転している事業者も増加して

おり明るい材料と推測される。 



⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 ２３ ２２％ 

不変 ６１ ５７％ 

悪化 ２２ ２１％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み ２５ ２４％ 

変わらない ６３ ５９％ 

悪化見込み １８ １７％ 

合計 １０６ １００％ 

 

 

 

 

 

 

好転
22%

不変
57%

悪化
21%

自社の業況

 

好転見
込み
24%

変わら
ない
59%

悪化見込み
17%

来期の見通し

自社の業況を見ると、好転・不変・悪化において、不変が割合の半分を占めている。平

成２７年度アンケート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると不変が６

２％と変動していない状況である。売上等の割合が大きくはなったが、仕入高等も大き

くなったことで、自社の業況の変動は見受けられないものと思われる。 

来期の見通しを見ると、変わらないの割合の半分を占めている。平成２７年度アンケ

ート調査による自社の業況（平成２６年度）と比較すると悪化見込みが２８％から１

６％となり、１２％減少している。売上等の割合もあまり変動が見受けられず、仕入

高等も見受けられなかったことから、自社の業況の変動は見受けられないものと思わ

れる。 



（７）その他 （医療関係・介護施設等） 

①事業所回答者地区 

地区名 回答数 割合 

旭志地区 １ ５％ 

七城地区 ２ ９％ 

泗水地区 ９ ４３％ 

菊池地区 ９ ４３％ 

合計 ２１ １００％ 

 

②従業員数 

従業員数 回答数 割合 

０人～５人 １７ ８１％ 

５人～１０人 ３ １４％ 

１０人～２０人 １ ５％ 

２０人以上 ０ ０％ 

合計 ２１ １００％ 

 

③後継者 

 

 

 

後継者 回答数 割合 

いる ６ ２８％ 

いない ９ ４３％ 

未定 ６ ２９％ 

合計 ２１ １００％ 

 

81%

14%
5%

従業員数

0人～5人

5人～10人

10人～20人

20人以上

 

いる
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いない
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未定
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後継者

旭志地区
5%

七城地
区
9%

泗水地区
43%

菊池地区
43%

事業の場所



④年齢（後継者） 

年齢別 回答数 割合 

18 歳～20歳 １ １６％ 

21 歳～25歳 １ １７％ 

26 歳～30歳 １ １７％ 

31 歳～35歳 １ １７％ 

36 歳～40歳 ０ ０％ 

41 歳～45歳 ２ ２０％ 

46 歳以上 ０ １５％ 

未回答 ０ ０％ 

合計 ６ １００％ 

 

⑤売上高 

売上高 回答数 割合 

増加 ６ ２８％ 

不変 １０ ４８％ 

減少 ５ ２４％ 

合計 ２１ １００％ 

 

 

 

⑥売上単価 

売上単価 回答数 割合 

上昇 ４ ２０％ 

不変 １３ ６１％ 

下落 ４ １９％ 

合計 ２１ １００％ 

 

 

16%

17%

17%17%

33%

後継者の年齢

18歳～20歳

21歳～25歳

26歳～30歳

31歳～35歳

36歳～40歳

41歳～45歳

 

増加
28%

不変
48%

減少
24%

売上高

 

上昇
20%

不変
61%

下落
19%

売上単価



⑦仕入高 

仕入高 回答数 割合 

下落 ４ １９％ 

不変 １０ ４８％ 

上昇 ７ ３３％ 

合計 ２１ １００％ 

 

 

⑧仕入単価 

仕入単価 回答数 割合 

下落 １ ５％ 

不変 １６ ７６％ 

上昇 ４ １９％ 

合計 ２１ １００％ 

 

 

 

⑨採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合 

好転 ６ ２８％ 

不変 ９ ４３％ 

悪化 ６ ２９％ 

合計 ２１ １００％ 
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⑩自社の業況 

業況 回答数 割合 

好転 ７ ３３％ 

不変 ９ ４３％ 

悪化 ５ ２４％ 

合計 ２１ １００％ 

 

 

 

⑪来期の見通し 

見通し 回答数 割合 

好転見込み ７ ３３％ 

変わらない １０ ４８％ 

悪化見込み ４ １９％ 

合計 ２１ １００％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

好転
33%

不変
43%

悪化
24%

自社の業況

 

好転見
込み
33%

変わら
ない
48%

悪化見込み
19%

来期の見通し



【 ま と め 】 

 

 ■後継者のいない又は未定が６割以上を占め、全業種ともに後継者不足が深

刻化していると思われ、事業承継や M＆Aを推進等強化していく必要がある。 

また、特に後継者が「未定」・「いない」の回答割合が多かった、小売業・飲食

サービス業において、今後必要業種の減少が充分考えられ、創業に対する支援強

化も必要である。 

 

 ■売上高については、震災後の復興需要等があったと思われたが、実際アンケ

ートを見ると、建設業においては大きく見受けられたものの、全体としてはあま

り大きな変動は見受けられなかった。 

 

 ■仕入高については、売上高や仕入単価の上昇により、上昇傾向にあると見受

けられる。 

 

 ■採算状況においては、売上高は上昇しても仕入単価等も上昇し、仕入高も上

がり、不変割合が高く、採算状況が厳しいと判断している事業者が多い。 

  

 ■従業員不足により売上が伸びてない業種もあると思われ、今後人口減少問

題に伴い、働き方改革や外国人労働者等も視野にいれ、継続的な経営を行う必要

があると思われる。 

 

 ■以上から見て、建設業においては、今後数年は景気は安定するものと思われ

るが、小売業においては、他の業種に比べると厳しいと判断している事業所が多

いのが特徴。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


